
ふぁみりい居宅介護支援事業所運営規程及び重要事項の概要 

 

（事業の目的） 

医療法人社団緑陽会が開設するふぁみりい居宅介護支援事業所（以下「事業所」という。）が行う

指定居宅介護支援の事業（以下「事業」という。）は、居宅において要介護状態にある高齢者（以

下「利用者」という。）に対し、適切な居宅介護支援を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

１ 事業所の介護支援専門員は、可能な限り利用者の居宅において、その置かれている環境等に応

じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう援助を行う。 

２ 事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用

者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏する

ことのないよう、公正中立に行う。また、市町、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事

業者、介護保険施設等との連携に努めるものとする。 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

事業所に勤務する従業者の職種、員数、及び職務内容は、次のとおりとする。 

（１）管理者１名（常勤・介護支援専門員兼務） 

   管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（２）介護支援専門員 常勤（専従）２名 常勤（兼務）１名 

    介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供に当たる。 

 

（指定居宅介護支援の提供方法） 

指定居宅介護支援の提供方法は、次のとおりとする。 

（１）利用者の相談を受ける場所 事業所の相談室 

（２）使用する課題分析票の種類  

ＭＤＳーＨＣ方式（三団体ケアプラン策定研究会方式、日本介護福祉士会 

アセスメント票、日本社会福祉士会作成アセスメント票、日本訪問看護推 

進財団方式） 

（３）サービス担当者会議の開催場所 自宅、事業所の相談室  

（４）介護支援専門員の居宅訪問頻度 １回／月 

 

（指定居宅介護支援の内容） 

指定居宅介護支援の内容は、次のとおりとする。 

（１）居宅サービス計画の作成 

（２）指定居宅サービス事業者その他の者との連絡調整 

（３）その他の便宜の提供 

 

（秘密の保持） 

１ 事業者及びその従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らさないものとする。又、この規定は契約終了後も継続する。 

２ 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関に利用者に関する心身の

状況を提供できるものとする。 

３ 事業者は、サービス担当者会議において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、



利用者の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得るものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

１ 虐待防止に努める観点から、身体拘束適正化と一体的に開催し、「身体拘束及び虐待防止委員会」（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を設置し定期的に開催するとともに、その結果について従

業者に周知徹底を図ります。 

２ 虐待防止のための指針の整備をします。 

３ 虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

４ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

５ 虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

 

（事故発生時の対応） 

１ 事業者は、利用者に対する居宅介護支援のサービスの提供により事故が発生した場合には、速

やかに利用者の家族、市町等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとする。 

２ 事業者は、事故が発生した場合はその原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じるものとす

る。 

３ 事業者は、利用者に対する居宅介護支援のサービスの提供により発生した事故等により、利用

者の生命、身体、財産等に損害が生じた場合は、速やかにその損害を賠償する。ただし、事業者の

故意又は過失によらない場合は、この限りではない。 

 

（利用料その他の費用の額） 

１ 居宅介護サービス費（１月につき） 

要介護１・２        １０，８６０円   

要介護３・４・５      １４，１１０円 

＜加算について＞ 

特定事業所加算  （Ⅰ） ５，１９０円 

事業所の体制により加算 
〃    （Ⅱ） ４，２１０円 

〃    （Ⅲ） ３，２３０円 

〃    （Ａ） １，１４０円 

初回加算 ３，０００円 
新規プラン時、２段階以上変更認定を受け

た時 

入院時情報連携加 (Ⅰ) ２，５００円 
入院時、入院当日に情報提供を行った場合 

 

〃     (Ⅱ) ２，０００円 
入院時、入院２.３日目に情報提供を行った

場合 

退院・退所加算 

カンファレンス

     有 
６，０００円 

退院・退所時、病院等の職員と面談を行い、

利用者に関する必要な情報の提供を受け

た場合  〃 無 ４，５００円 

緊急時等居宅カンファレンス加算 

２，０００円 

（月２回を

限度） 

病院等の求めにより、病院等の職員と共に

利用者の居宅を訪問しカンファレンスを

行った場合 

 

ターミナルマネジメント加算 ４，０００円 

ターミナル期に通常よりも頻回に訪問し

利用者の状態変化を把握を行い調整した

場合 



通院時情報連携加算  ５００円 
利用者が医療機関で診察を受ける際に同

席し、医師等と情報連携を行った場合 

 

※上記居宅介護サービス計画費・加算については、介護保険制度から全額給付されるので自己負担

はありません。 

※保険料の滞納等により、保険給付の制限を受けている場合には、１か月につき要介護度に応じて

上記の金額を全額徴収する。 

２ 通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して行う指定居宅介護支援に要した交通費は、

その実費を徴収する。ただし、自動車を使用した場合は、路程１キロメートル 当たり５０円を実

費として徴収する。 

３ 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上

で、支払に同意する旨の文章に署名又は記名押印を受けることとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

１ 事業者は、介護支援専門員の質的向上を図るため、次のような研修の機会を設けるものとし、

また、業務体制を整備する。 

（１）福山地域介護支援専門員連絡会議の研修 

（２）福山地域連絡協議会が開催する研修 

（３）その他の研修 

２ この規程に定める事項のほか、事業所の運営に関する重要事項は、医療法人 社団 緑陽会と

事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 



利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

事業所・施設名 ふぁみりい居宅介護支援事業所 

実施するサービス種類 居宅介護支援 

 

措  置  の  概  要 

１ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置 

 ＜受付時間・休日等＞ 

   受付時間 ８：４５～１７：００（緊急時２４時間連絡可能） 

   休  日 日曜日・１２月２９日～１月３日 

＜苦情受付担当者＞ 介護支援専門員 ２名 廣本 美幸 

                     竹本 光美 

    （介護老人保健施設 ふぁみりい 内 電話 084-960-0302） 

 ＜苦情解決責任者＞ 所長 廣本 美幸 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 １）苦情の受付 

   面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付ける。 

 ２）苦情受付の報告・確認 

   苦情受付担当者が受付した苦情を苦情解決責任者に「苦情処理記録」にて文書で報告する。 

 ３）苦情解決のための話し合い 

   苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に向けて苦情処理検討委員

会で検討する。 

     苦情処理検討委員 

      （苦情解決責任者）所長 

      （苦情受付担当者）介護支援専門員 ２名 

 ４）市町等の紹介 

   苦情処理検討委員会で解決できない苦情は、次の窓口に紹介する。 

    ○福山市保健福祉局長寿社会応援部介護保険課 

     電話 （０８４）９２８－１１６６ 

    ○府中市市民生活部福祉事務所介護保険係 

     電話 （０８４７）４３－７１９１ 

    ○井原市健康福祉部介護保険課 

     電話 （０８６６）６２－９５１９ 

    ○広島県国民健康保険団体連合会（国保連） 

     電話 （０８２）５５４－０７８３ 

    ○岡山県国民健康保険団体連合会（国保連） 

     電話 （０８６）２２３－８８７６ 

 

３ 苦情があったサービス事業者に対する対応方針等 

  苦情があった事柄をサービス事業者に申し入れ改善に努める。 

  不可能な場合は、利用者に適したサービス事業者を探し紹介する。 

 

４ その他 

 

 



介護老人保健施設ふぁみりい運営規程及び重要事項の概要 

 

（施設の目的） 

１ 施設サービスは、要介護状態と認定された利用者（以下単に「利用者」と

いう。）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、利用者がその有する能力に応じ

可能な限り自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、利用者

の居宅における生活への復帰を目指した介護保健施設サービスを提供すること

を目的とする。 

２ （介護予防）短期入所療養介護は、要支援または要介護状態と認定された

利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、

看護、医学管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生

活上の世話を行い、利用者の療養生活の質の向上および利用者の家族の身体的

及び精神的負担の軽減を図ることを目的とする。 

３ （介護予防）通所リハビリテーションは、要支援または要介護状態と認定

された利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従

って、（介護予防）通所リハビリテーション計画を立て実施し、利用者の心身の

機能の維持回復を図ることを目的とする。 

 

（運営の方針） 

１ 施設サービスでは、利用者の有する能力に応じ、自立した日常生活を営む

ことができるよう、施設サービス計画に基づいて、医学的管理の下における機

能訓練、看護、介護その他日常的に必要とされる医療並びに日常生活上の世話

を行い、居宅における生活への復帰を目指す。 



（介護予防）短期入所療養介護では、（介護予防）短期入所療養介護計画に基 

づいて、医学的管理の下における機能訓練、看護、介護その他日常的に必要と

される医療並びに日常生活上の世話を行い、利用者の身体機能の維持向上を目

指すとともに、利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図り、利用者が

1日でも長く居宅での生活を維持できるよう在宅ケアの支援に努める。 

 （介護予防）通所リハビリテーションでは、（介護予防）通所リハビリテーシ

ョン計画に基づいて、理学療法、作業療法及び言語療法その他必要なリハビリ

テーションを行い、利用者の心身の機能の維持回復を図り、利用者が 1日でも

長く居宅での生活を維持できるよう在宅ケアの支援に努める。 

(介護予防)訪問リハビリテーションは、（介護予防）訪問リハビリテーション

計画を立て実施し、利用者の心身の機能の維持回復を図ることを目的とする。 

２  当施設では、利用者の意思及び人格を尊重し、自傷他害の恐れがある等緊 

急やむを得ない場合以外、原則として利用者に対し身体拘束を行なわない。 

３  当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備

を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

４  当施設では、介護老人保健施設が地域の中核施設となるべく、居宅介護支 

援事業者、その他保健医療福祉サービス提供者及び関係市区町村と綿密な連携 

をはかり、利用者が地域において統合的サービス提供を受けることができるよ 

う努める。 

５  当施設では、明るく家庭的雰囲気を重視し、利用者が「にこやか」で「個 

性豊かに」過ごすことができるようサービス提供に努める。 

６  サービス提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対 

して介護上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行うとと 



もに利用者の同意を得て実施するよう努める。 

７ 利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイド

ラインに則り、当施設が得た利用者の個人情報については、当施設での介護サ

ービスの提供にかかる以外の利用は原則的に行わないものとし、外部への情報

提供については、必要に応じて利用者またはその代理人の了解を得ることとす

る。 

８ 当施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっては、介護保険法第

１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めるものとする。 

９  この運営方針を達成するために、全従事者は一致協力して介護保険の目的 

達成のための努力を惜しんではならない。 



（施設の名称及び所在地等） 

当施設の名称所在地等は次のとおりとする。 

（１）  施設名      介護老人保健施設ふぁみりい   

（２） 開設年月日  平成９年５月７日 

（３）  所在地      広島県福山市神辺町大字道上字中ノ町２９７７番地の１  

（４） 電話番号  ０８４―９６０―０３００   

ＦＡＸ番号  ０８４―９６０―０３０１ 

（５）  管理者名   三 木 正 己 

（６）  介護保険指定番号    介護老人保健施設（３４５４４８００２５号） 

 

（従業者の職種、員数） 

１ 施設サービス・（介護予防）短期入所療養介護の従事者の職種、員数は、

次のとおりであり、必置職については法令の定めるところによる。 

（１）  管理者                          1人 

（２） 医師（管理者と兼務） 

（３） 医師              １人以上 

（４） 副施設長                   ０人 

（５）  事務長                         １人 

（６）  看護職員                      ７人以上 

（７）  介護職員           １７人以上 

（８）  支援相談員           １人以上 

（９）  理学療法士           １人以上 

作業療法士           １人以上 



言語聴覚士             １人以上 

（10）  管理栄養士            １人以上 

（11） 調理員             委託 

（12） 介護支援専門員          １人以上 

（13） 事務員              ４人以上 

 ２ （介護予防）通所リハビリテーションの従事者の職種、員数は、次のとお

りであり、必置職については法令の定めるところによる。 

（１） 管理者             １人 

医師（管理者と兼務） 

（３） 医師              １人以上 

（４） 看護職員            １人以上 

（５） 介護職員            ５人以上 

（６）  支援相談員           １人以上 

（７）  理学療法士           １人以上 

    作業療法士           １人以上 

言語聴覚士                 １人以上 

（８）  管理栄養士            １人以上 

（９） 調理員             委託 

（10） 介護支援専門員          １人以上 

（11） 事務員              ４人以上 

３ （介護予防）訪問リハビリテーションの従事者の職種、員数は、次のとお

りであり、必置職については法令の定めるところによる。 

（１） 管理者      １人 



（２） 医師（管理者と兼務） 

（３） 医師       １人以上 

（４）  理学療法士    １人以上 

作業療法士    １人以上 

言語聴覚士     １人以上 

 

（定  員） 

当施設の入所定員は、 

入所者 ７０人｛（介護予防）短期入所療養介護を含む｝｝ 

通所者 ６０人｛（介護予防）通所リハビリテーションを含む｝ 

とする。 

 

（サービス内容） 

１ 施設サービスは、居宅における生活への復帰を目指し、利用者に関わるあ

らゆる職種の職員の協議によって作成される施設サービス計画に基づいて、利

用者の病状及び心身の状況に照らして行なう適切な医療及び医学的管理の下に

おける看護・介護並びに日常生活上の世話、また栄養管理、栄養ケア・マネジ

メント等の栄養状態や口腔衛生の管理とする。 

２ （介護予防）短期入所療養介護は、利用者に関わるあらゆる職種の職員の協

議によって作成される（介護予防）短期入所療養介護計画に基づいて、利用者の

病状及び心身の状況に照らして行なう適切な医療及び医学的管理の下における

看護・介護並びに日常生活上の世話とする。 

３ （介護予防）通所リハビリテーションは、医師、理学療法士、作業療法士



等リハビリスタッフによって作成される（介護予防）通所リハビリテーション

計画に基づいて、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行う。

（介護予防）通所リハビリテーション計画に基づき、入浴介助もしくは、特別 

入浴介助を実施する。 

（介護予防）通所リハビリテーション計画に基づき、食事を提供する。 

（介護予防）通所リハビリテーション計画に基づき、居宅及び施設間の送迎を 

実施する。 

４ （介護予防）訪問リハビリテーションは、主治医の指示に基づき、利用者の心身

の機能の回復を図るため、療養上の目標と具体的なサービスの内容を記載した（介

護予防）訪問リハビリテーション計画を作成するとともに、主要な事項について利

用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得て、当該計画を利用者に交付する。 

 

（身体の拘束等） 

当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を廃止する。但し、当該利用者

または他の利用者等の生命または身体を保護するため等緊急やむを得なく身体

拘束を行う場合、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の

状況、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載する。 

２ 当施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、以下に掲げる事項を実施す

る。 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図る。 

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 



（３） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施する。 

 

（虐待の防止等） 

当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、 

以下に掲げる事項を実施する。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果

について従業者に周知徹底を図る。 

（２） 虐待防止のための指針を整備する。 

（３） 虐待を防止するための定期的な研修を実施する。 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

 

（褥瘡対策等） 

当施設は、利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、

褥瘡が発生しないような適切な介護に努めるとともに、褥瘡対策マニュアルを

定め、その発生を防止するための体制を整備する。 

 

（非常災害対策） 

消防法施行規則第 3 条に規定する消防計画及び風水害､地震等の災害に対処 

する計画に基づき､また､消防法第 8 条に規定する防火管理者を設置して非常災

害対策を行う｡ 

（１）防火管理者には、事務長を充てる。 



（２） 火元責任者には、各職場の責任者を充てる。 

（３） 非常災害用の設備点検は、契約保守業者に依頼する。点検の際は、防火

管理者が立ち会う。 

（４） 非常災害設備は、常に有効に保持するよう努める。 

（５） 火災の発生や地震が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、自

衛消防隊を編成し、任務の遂行に当たる。 

（６） 防火管理者は、当施設職員に対して防火教育、消防訓練を実施する。 

① 防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）……年 2 回以上 

（うち 1 回は夜間を想定した訓練を行う） 

② 利用者を含めた総合避難訓練………………………年 1 回以上 

③ 非常災害用設備の使用方法の徹底…………………随時 

（７） その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をと

る。 

（８） 当施設は、（６）に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努める。 

 

（業務継続計画の策定等） 

当施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護保健施 

設サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継

続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

２ 当施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施する。 



３ 当施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行う。 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供するために、

事故発生の防止のためのマニュアルを定め、介護・医療事故を防止するための

体制を整備する。また、サービス提供等に事故が発生した場合、当施設は、利

用者に対し必要な措置を行う。 

２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、

協力医療機関、協力歯科医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼する。 

３ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）及び従業者に対する定期的な研修を実施する。 

４ 前３項に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

 

（衛生管理） 

入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、 

衛生的な管理に務め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医

療用具の管理を適正に行う。 

２ 感染症が発生し又はまん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のためのマニュアルを定め、必要な措置を講ずるための体制を整備

する。 

（１） 当施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者



に周知徹底を図る。 

（２） 当施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備す

る。 

（３） 当施設において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期

的に実施する。 

（４） 「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処

等に関する手順」に沿った対応を行う。 

３  管理栄養士、調理師等厨房勤務者は、毎月１回、検便を行わなければなら

ない。 

４  定期的に、鼠族、昆虫の駆除を行う。 

 

（守秘義務） 

当施設職員に対して、当施設職員である期間および当施設職員でなくなっ 

た後においても、正当な理由が無く、その業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を漏らすことがないよう指導教育を適時行うほか、施設職員等が本規定

に反した場合は、違約金を求めるものとする。 

 

（協力医療機関等） 

 当施設では、下記の医療機関や歯科医療機関を協力医療機関とする。 

・協力医療機関 

・名 称 亀川病院 

     ・住 所 広島県福山市神辺町下御領６８２－１ 

  ・協力医療機関 



     ・名 称 小畠病院 

     ・住 所 広島県福山市駅家町上山守２０３ 

・協力歯科医療機関 

     ・名 称 すがなみ歯科 

     ・住 所 広島県福山市神辺町十三軒屋１５８－３ 

・協力歯科医療機関 

     ・名 称 おきとう歯科 

     ・住 所 広島県福山市神辺町新徳田三丁目４９５ 

（利用者負担の額）   

１ 施設サービス・（介護予防）短期入所療養介護では、利用者負担の額を以下

のとおりとする。 

（１） 保険給付の自己負担額を、別に定める料金表により支払いを受ける。 

（２） 利用料として、居住費(滞在費)、食費、日用生活品費、教養娯楽費、理 

美容代、利用者が選定する特別な室料及び私物の洗濯代、その他の費用等利用

料を、別に定める利用料金表により支払いを受ける。なお、居住費及び食費に

ついては、介護保険負担限度額の認定を受けている入所者の場合、その認定証

に記載された金額を 1 日当たりの料金とする。 

（３） 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して 

事前に文書で説明をした上で支払いに同意する旨の文書に署名又は押印を受け

ることとする。なお、やむを得ない事情等により当該内容及び費用の変更があ

る場合にも、同様に同意を得るものとする。 

 

 

 



別表 

 区  分 金  額 内    容 

介

護

保

険 

要支援１・２ 

要介護１～５ 

サービス費の１割、２割又は３割 

   〃 

 

 

 

 

 

利 

 

用 

 

料 

居住費（滞在費） 

   〃 

特別な室料 

４３７円／日 

１，７２８円／日 

１，１００円／日 

多床室 

個室 

個室 

食費 １，８５０円／日  

日用生活品費 ３１５円／日 シャンプー・タオルなど 

教養娯楽費 １０５円／日 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの材料など 

理美容代 整髪    ２，７５０円／回  

電気代 １点につき   ５５円／日 電気器具持込みの場合 

健康管理費 

(予防接種料) 

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ ５，３００円／回 

肺炎球菌 ４，９００円／回 

 

 

＜加算について＞（１割負担の場合） 

【施設サービス】 

区   分 金   額 内   容 

夜勤職員配置 ２４円／日 基準以上の配置 

短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施 ２５８円／回 入所日から３ヶ月以内 

在宅復帰・在宅療養支援機能 ２７円／日  

外泊時費用 ３６２円／日 １月に６日を限度 

ターミナルケア ７２円／日 死亡日以前 31日以上 45日以下 

   〃 １６０円／日 死亡日以前４日以上３０日以下 

   〃 ９１０円／日 死亡日以前２日または３日 

   〃 １，９００円／日 死亡日 

初期 ３０円／日 入所日から３０日以内 

入所前後訪問指導（Ⅰ） ４５０円／回 入所前に入所者の自宅等訪問 

入所前後訪問指導（Ⅱ） ４８０円／回 入所前に入所者の自宅等訪問 

退所時指導 ４００円／回 入所期間が１ヶ月超 

退所時情報提供 ５００円／回 主治医に診療情報提供 

退所前連携（Ⅰ） ６００円／回 居宅介護支援事業者と連携 

退所前連携（Ⅱ） ４００円／回 居宅介護支援事業者と連携 

栄養マネジメント １１円／日  

経口維持（Ⅰ） ４００円／月 計画作成から６ヶ月以内、延長あり 

経口維持（Ⅱ） １００円／月 計画作成から６ヶ月以内、延長あり 

療養食 ６円／食 経口維持加算者算定不可 

緊急時治療管理 ５１８円／回 １月に１回３日を限度 



所定疾患施設療養費 ４８０円／回 １月に１回７日を限度 
リハビリマネジメント計画提出料 ３３円／月  

安全対策体制 ２０円／月  
サービス提供体制強化（Ⅰ）イ ２２円／日 介護福祉士６０％以上 

介護職員処遇改善（Ⅰ） 所定単位☓75/1000 １月につき 

【（介護予防）短期入所療養介護】 

区   分 金   額 内   容 

夜勤職員配置 ２４円／日 基準以上の配置 

個別リハビリテーション実施 ２４０円／回  

重度療養管理 １２０円／日 要介護４・５の方 

送迎 １８４円／回 片道につき 

療養食 ８円／食  

緊急時治療管理 ５１８円／回 １月に１回３日を限度 
サービス提供体制強化（Ⅰ）イ ２２円／日 介護福祉士６０％以上 

介護職員処遇改善（Ⅰ） 所定単位☓75/1000 １月につき 

２ （介護予防）通所リハビリテーションでは、利用者負担の額を以下とおり

とする。 

（１）  保険給付の自己負担額を、別に定める料金表により支払いを受ける。 

（２）  食費、日用生活品費、理美容代、おむつ代、その他の費用等利用料を、 

別に定める利用料金表により支払いを受ける。 

（３） 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して 

事前に文書で説明をした上で支払いに同意する旨の文書に署名又は押印を受け

ることとする。 

別表 

 区  分 金  額 内    容 

介

護

保

険 

要支援１・２ 

要介護１～５ 

サービス費の１割、２割又は３割 

   〃 

 

 

 

 

 食費 ６５０円／日  

日用生活品費 １０５円／日 シャンプー・タオルなど 

オムツ代 パット    ４２円／枚 

紙      ９４円／枚 

 

 



ﾊﾟﾝﾂﾀｲﾌﾟ  １５７円／枚 

＜加算について＞（１割負担の場合） 

【通所リハビリテーション】 

区   分 金   額 内   容 

入浴介助 ４０円／日  
 

リハビリテーションマネジメント(イ) 

 

５６０円／月 開始日から６ヶ月以内 

２４０円／月 開始日から６ヶ月超 

リハビリテーションマネジメント(ロ) 
５９０円／月 開始日から６ヶ月以内 

２７３円／月 開始日から６ヶ月超 

短期集中個別リハビリテーション実施 １１０円／回 開始日から３月以内 

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施(Ⅰ) ２４０円／日 週２日を限度 

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施(Ⅱ) １，９２０円／月 １月４回以上実施の場合 

若年性認知症利用者受入 ６０円／日  

栄養改善 ２００円／日 栄養改善の取り組み 

口腔機能向上 １５０円／日 口腔機能向上の取り組み 

重度療養管理 １００円／日 要介護４・５の方 

中重度者ケア体制 ２０円／日 要介護 3～5 の方が全利用者の 30％以上 

送迎を行わなかった場合 －４７円／片道  

サービス提供体制強化（Ⅰ） ２２円／日 介護福祉士５０％以上 

介護職員処遇改善（Ⅰ） 所定単位☓86/1000 １月につき 

 

【介護予防通所リハビリテーション】 

区   分 金   額 内   容 

運動器機能向上 ２２５円／回  

サービス提供体制強化 ８８円／月 要支援１、介護福祉士５０％ 

     〃 １７６円／月 要支援２、介護福祉士５０％ 

介護職員処遇改善（一） 所定単位☓86/1000 １月につき 

 

３ （介護予防）訪問リハビリテーションでは、利用者負担の額を以下とおり

とする。 

（１）  保険給付の自己負担額を、別に定める料金表により支払いを受ける。 

（２）  その他の費用等利用料を、別に定める利用料金表により支払いを受け

る。 



（３） 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して 

事前に文書で説明をした上で支払いに同意する旨の文書に署名又は押印を受け

ることとする。 

別表 

 区  分 金  額 内    容 

介

護

保

険 

要支援１・２ 

要介護１～５ 

サービス費の１割、２割又は３割 

   〃 

 

 

 

 

＜加算について＞（１割負担の場合） 

【訪問リハビリテーション】 

区   分 金   額 内   容 

リハビリマネジメント(イ) １８０円／月  

リハビリマネジメント(ロ) ２１３円／回  

サービス提供体制強化（Ⅰ） ６円／月  

 

【介護予防通所リハビリテーション】 

区   分 金   額 内   容 

サービス提供体制強化（Ⅰ） ６円／月  

 

（施設の利用に当たっての留意事項） 

当施設の利用に当たっての留意事項を以下のとおりとする。 

・ 面会は、９時から２０時までとする。 

・ 消灯時間は、２１時とする。 

・ 外出・外泊は、所定の届出用紙により許可を得るものとする。 

・ 喫煙は、許可を得て所定の場所で行うものとする。 

・ 火気の取扱いは、禁止する。 

・ 設備・備品の利用は、取扱いに十分留意し使用する。 

・ 所持品・備品等の持ち込みは、許可を得るものとする。 



・ 金銭・貴重品の管理は、最小限とし必要に応じ当施設で預かるものとする。 

・ 外泊時等の施設外での受診は、予め当施設に連絡のうえ行うものとする。 

・ 宗教活動は、禁止する。 

・ ペットの持ち込みは、禁止する。 

・ 利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動」は、禁止する。 

・ 他利用者への迷惑行為は禁止する。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

この規程に定める事項のほか、事業所の運営に関する重要事項は、医療法人 社

団  緑陽会と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。



利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

事業所・施設名 介護老人保健施設 ふぁみりい 

実施するサービス種類 介護老人保健施設、短期入所療養介護、通所リハビリテーシ

ョン、訪問リハビリテーション、予防短期入所療養介護、予

防通所リハビリテーション、予防訪問リハビリテーション 

 

措  置  の  概  要 

１ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置 

 ＜受付時間・休日等＞ 

   受付時間 ８：３０～１７：３０（緊急時２４時間連絡可能） 

   休  日 日曜日・年末年始（１２月２９日～１月３日） 

＜苦情受付担当者＞ 入所 ３名（介護支援専門員：藤井・原田） 

（支援相談員：高津） 

通所リハビリ  １名（支援相談員：佐藤） 

訪問リハビリ １名（理学療法士：土居） 

    （介護老人保健施設 ふぁみりい 内 電話 084-960-0300） 

 ＜苦情解決責任者＞ 施設長 三木 正己 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 １）苦情の受付 

   面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付ける。 

 ２）苦情受付の報告・確認 

   苦情受付担当者が受付した苦情を苦情解決責任者に「苦情処理記録」にて文書で

報告する。 

 ３）苦情解決のための話し合い 

   苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に向けて苦情処理

検討委員会で検討する。 

 苦情処理検討委員 

  （苦情解決責任者）施設長 

  （苦情受付担当者）介護支援専門員及び支援相談員並びに理学療法士 ５名 

  （その他委員）各所属長 

 ４）市町村等の紹介 

   苦情処理検討委員会で解決できない苦情は、次の窓口に紹介する。 

    ○福山市保健福祉局長寿社会応援部介護保険課 

     電話 （０８４）９２８－１１６６ 

    ○府中市市民生活部福祉事務所介護保険係 

     電話 （０８４７）４３－７１９１ 

    ○井原市健康福祉部介護保険課 

     電話 （０８６６）６２－９５１９ 

    ○広島県国民健康保険団体連合会（国保連） 

     電話 （０８２）５５４－０７８３ 

    ○岡山県国民健康保険団体連合会（国保連） 

     電話 （０８６）２２３－８８７６ 

 

３ その他 

 

 


